
令和７(2025)年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 活用状況
(単位：千円)

うち
臨時交付金

【財務部】

1

R8.3

【教育委員会】

2

R8.3

【保健福祉部】

3

R9.3 　※繰越明許費設定（1,820,000千円）

【財務部】

4

R8.3  　※上記事業費は，令和７年度中減免分

　※令和８年度中減免分は，債務負担行為設定

　　（債務負担行為限度額　408,554千円）

【経済部】

5

R9.3 　※繰越明許費設定（1,200,000千円）

4,275,405 4,275,405 3,589,103合　　　計

※１　上記事業は執行中のため，事業費および臨時交付金活用額は，見込額を記載

※２　R6⇒R7繰越分除く

※３　臨時交付金活用額は，合計額のみ記載

R8.1
 函館市プレミアム付商品券発行事業費

1,200,000 1,200,000

食料品・エネルギー価格等の物価高騰の影響を受けている市民の
負担を軽減するとともに，地域経済の活性化を図るため，5,000円
で7,000円分の紙の商品券を40万セット，電子の商品券を10万口
販売（プレミアム率 40%)

R7.12
 水道事業負担金（水道基本料金減免分）

131,097 131,097

食料品・エネルギー価格等の物価高騰の影響を受けている市民の
負担を軽減するため，家庭用の水道基本料金を４ヵ月分免除

R7.12

1,820,000 1,820,000
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者
に対する支援として，住民税均等割が非課税である世帯に対し，
１世帯あたり３万円の臨時特別給付金を給付

 住民税非課税世帯物価高騰支援
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨時特別給付金給付事業関係経費

R7.4
 学校等給食食材購入費支援事業

181,097 181,097

保護者負担を増やすことなく学校給食を提供するため，給食食材
購入費を助成

R7.4
 定額減税調整給付金給付事業関係経費

943,211 943,211
・令和６年分所得税額及び定額減税の実績額等の確定した後に，
　本来給付すべき額と当初調整給付額に不足が生じた方へ不足
　する額を支給（不足額給付Ⅰ）
・原則，本人または扶養親族等として定額減税の対象外で，
　低所得世帯臨時特別給付金の支給対象世帯の世帯主・世帯員
　に該当しない方へ４万円を支給（不足額給付Ⅱ）
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